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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第74期
第２四半期
連結累計期間

第75期
第２四半期
連結累計期間

第74期

会計期間
自 2019年４月１日
至 2019年９月30日

自 2020年４月１日
至 2020年９月30日

自 2019年４月１日
至 2020年３月31日

売上高 (百万円) 33,361 30,938 71,200

経常利益 (百万円) 2,332 1,943 4,409

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,609 1,249 2,777

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,626 1,272 2,626

純資産額 (百万円) 26,782 27,682 27,778

総資産額 (百万円) 48,655 47,108 52,932

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 100.78 79.93 174.70

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 54.3 58.0 51.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,905 9,189 △4,659

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △108 △1,973 577

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,246 △4,434 583

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 7,108 11,651 8,868
 

 

回次
第74期
第２四半期
連結会計期間

第75期
第２四半期
連結会計期間

 

会計期間
自 2019年７月１日
至 2019年９月30日

自 2020年７月１日
至 2020年９月30日

 

１株当たり四半期純利益 (円) 82.00 42.31  
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい
ない。

２．売上高には、消費税及び地方消費税は含まれていない。
３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してい
ない。

４．当社は第71期第２四半期連結会計期間より「役員報酬BIP信託」を導入している。当該信託が保有する当社
株式を自己株式として計上している。また、１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定上の基礎となる普
通株式の期中平均株式数は、当該株式を控除対象の自己株式に含めて算定している。

 

２ 【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はない。また、主要

な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】
当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書提出後、事業等のリスクに記載した内容から
変更はない。　

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものである。
 

(1)財政状態の分析
当第２四半期連結会計期間末の総資産は、売掛債権の回収が進み、受取手形・完成工事未収入金等が減少したこ
とで前連結会計年度末に比べて5,824百万円減少し、47,108百万円となった。

　負債は、買掛債務の決済で支払手形・工事未払金等及び電子記録債務が減少したことや借入金の返済により前連
結会計年度末に比べて5,728百万円減少し、19,426百万円となった。

　純資産は、当四半期純利益の計上があったものの、当第２四半期連結会計期間での剰余金の配当及び自己株式の
取得もあり、前連結会計年度末に比べて96百万円減少し、27,682百万円となった。
 
(2)経営成績の状況
建設業界においては、公共建設投資は、前年度の補正予算の執行により堅調に推移したものの、民間建設投資
は、新型コロナウイルス感染症による経済全体の落ち込みにより減少し、建設投資は総じて弱含みとなった。

　当社グループの業績については、期初手持高は76,784百万円（前年同四半期比0.6％減）と高水準な状況にある
ものの、受注高が28,193百万円（前年同四半期比20.9％減）となったこともあり、売上高は30,938百万円（前年同
四半期比7.3％減）と減収となった。
また、利益面では減収により、営業利益は1,937百万円（前年同四半期比16.9％減）、経常利益は1,943百万円
（前年同四半期比16.7％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,249百万円（前年同四半期比22.3％減）と
それぞれ減益となった。
 

 （単位：百万円）

  前第２四半期 当第２四半期 増減

期首手持ち受注高

土木事業 59,961 62,467 2,506

地盤改良事業 17,012 14,305 △2,707

ブロック事業 464 401 △63

その他 44 40 △4

調整額 △235 △429 △193

　　　　　    全社計 77,245 76,784 △461

受注高

土木事業 17,107 10,174 △6,933

地盤改良事業 16,342 15,717 △626

ブロック事業 2,045 2,826 781

その他 287 310 23

調整額 △130 △834 △703

              全社計 35,650 28,193 △7,458

売上高

土木事業 16,807 16,113 △694

地盤改良事業 14,803 13,537 △1,266

ブロック事業 1,813 1,430 △383

その他 292 314 22

調整額 △353 △456 △103

              全社計 33,361 30,938 △2,423

営業利益

土木事業 735 923 188

地盤改良事業 1,370 673 △697

ブロック事業 208 310 102

その他 14 23 8

調整額 4 8 4

              全社計 2,332 1,937 △395

次期繰越受注高

土木事業 60,261 56,528 △3,733

地盤改良事業 18,551 16,485 △2,066

ブロック事業 697 1,797 1,101

その他 38 36 △3

調整額 △13 △806 △794

　　　　　    全社計 79,535 74,040 △5,495
 

※当該連結累計期間前に外貨建てで受注した海外工事で、当該四半期連結累計期間中の為替変
動により、請負金額に増減があるものについては、期首手持ち受注高に反映している。
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①土木事業 

   受注高は、期初手持工事が豊富なことから施工人員が逼迫し新規受注が振るわず、10,174百万円（前年同四半

期比40.5％減）となり、売上高は、16,113百万円（前年同四半期比4.1％減）とわずかに減収となった。営業利

益は減収となったものの、手持工事の工事採算性の改善が集中する傾向が続き、923百万円（前年同四半期比

25.6％増）と増益となった。

②地盤改良事業

受注高は、新型コロナウイルス感染症による海外での受注の遅れを国内工事で補填し、15,717百万円（前年同

四半期比3.8％減）と前年同四半期とほぼ同水準を保ったものの、売上高は国内外で工事進捗遅れにより、

13,537百万円（前年同四半期比8.6％減）と減収となった。営業利益は減収に加え、工事の遅れによる保有船舶

の稼働率の悪化などにより673百万円（前年同四半期比50.9％減）と減益となった。

③ブロック事業

受注高は、主力の型枠賃貸が前年までの災害需要により順調に推移し、2,826百万円（前年同四半期比38.2％

増）となり、売上高は商品販売の減により1,430百万円（前年同四半期比21.1％減）と減収となったものの、型

枠賃貸は増収となったことで、営業利益は310百万円（前年同四半期比49.1％増）と増益となった。

 
　(3)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物の残高は、4,543百万円増加し、11,651百万円（前年

同四半期は7,108百万円）となった。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益1,902百万円の

計上や売上債権の減少等により9,189百万円の収入超過（前年同四半期は2,905百万円の支出超過）となった。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得等により1,973百万円の支出超過（前年同四半期は108百

万円の支出超過）となった。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済、配当金の支払及び自己株式の取得等により4,434百万円

の支出超過（前年同四半期は2,246百万円の支出超過）となった。

 

　(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はない。

 

　(5)研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は276百万円である。

セグメントごとの内訳は、土木事業20百万円、地盤改良事業189百万円、ブロック事業67百万円である。

 

　(6)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの経営戦略の現状と見通しに重要な変更はない。

 

　(7)経営者の問題認識と今後の方針について

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの経営者の問題認識と今後の方針について重要な変更はな

い。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 27,255,910

計 27,255,910
 

　

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2020年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2020年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,489,522 16,489,522
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数　100株

計 16,489,522 16,489,522 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 該当事項なし。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項なし。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　 該当事項なし。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2020年9月30日 ― 16,490 ― 5,000 ― 2,472
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(5) 【大株主の状況】

  2020年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の総数
に対する所有
株式数の割合
(％)

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口）

東京都港区浜松町2丁目11番３号 1,012 6.49

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－１２ 491 3.15

日本製鉄株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６番１号 406 2.61

MSIP CLIENT SECURITIES
(常任代理人モルガン・スタン
レーMUFG証券株式会社)

25 Cabot Square, Canary Wharf, London E
14 4QA, U.K.
 (東京都千代田区大手町１丁目９－７　大手
町フィナンシャルシティ　サウスタワー)

406 2.61

日鉄鉱業株式会社 東京都千代田区丸の内2丁目３番２号 341 2.19

株式会社日本カストディ銀行
（信託口５）

東京都中央区晴海１丁目８－１２ 336 2.16

岩崎　泰次 静岡県静岡市駿河区 285 1.83

不動テトラ協力会社持株会 東京都中央区日本橋小網町７－２ 268 1.72

株式会社日本カストディ銀行
（信託口９）

東京都中央区晴海１丁目８－１２ 222 1.42

山内　正義 千葉県浦安市 222 1.42

計 ― 3,989 25.60
 

（注）1　上記所有株式数のほか、当社所有の自己株式907千株がある。

 2　2020年8月5日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、野村證券株式会社（野村アセットマ

ネジメント株式会社他1社）が2020年７月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているもの

の、当社として当第2四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないものについては、上

記大株主の状況に含めていない。なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりである。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
(千株)

株券等保有割合
(％)

ノムラ　インターナショナル　
ピーエルシー（ＮＯＭＵＲＡ　
ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ　
ＰＬＣ）

1 Angel Lane, London EC4R 3AB, United
Kingdom

117 0.71

野村アセットマネジメント株式
会社

東京都江東区豊洲二丁目２番１号 740 4.49

合計 ― 858 5.20
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2020年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 ― ―

906,700

完全議決権株式(その他)
普通株式

152,640 ―
15,264,000

単元未満株式
普通株式

― 1単元（100株）未満の株式
318,822

発行済株式総数 16,489,522 ― ―

総株主の議決権 ― 152,640 ―
 

(注) 1 「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権の数2個）

及び役員報酬BIP信託が所有する株式が96,500株（議決権の数965個）含まれている。

2 「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式63株及び役員報酬BIP信託が所有する株式が33株含ま

れている。

 

② 【自己株式等】

  2020年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社不動テトラ

東京都中央区日本橋小網
町7番2号

906,700 ― 906,700 5.50

計 ― 906,700 ― 906,700 5.50
 

（注）役員報酬BIP信託が所有する株式96,533株（議決権の数965個）は、上記自己株式には含まれていない。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第２四半期累計期間における役員の異動はない。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

　

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表

について、有限責任あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 8,879 11,659

  受取手形・完成工事未収入金等 ※１  27,147 ※１  17,502

  電子記録債権 1,349 1,271

  有価証券 － 500

  未成工事支出金等 1,002 1,573

  販売用不動産 266 266

  材料貯蔵品 695 750

  未収入金 1,024 1,006

  預け金 1,240 1,312

  その他 810 621

  貸倒引当金 △92 △63

  流動資産合計 42,320 36,396

 固定資産   

  有形固定資産 6,512 6,780

  無形固定資産 574 715

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,765 1,754

   その他 1,863 1,563

   貸倒引当金 △102 △102

   投資その他の資産合計 3,526 3,216

  固定資産合計 10,612 10,711

 資産合計 52,932 47,108

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 7,174 6,296

  電子記録債務 7,411 5,212

  短期借入金 ※２  3,000 －

  未払法人税等 720 349

  未成工事受入金等 2,230 4,427

  引当金 1,217 650

  その他 1,792 1,084

  流動負債合計 23,543 18,018

 固定負債   

  引当金 73 60

  退職給付に係る負債 1,275 1,068

  その他 263 280

  固定負債合計 1,611 1,408

 負債合計 25,154 19,426
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,000 5,000

  資本剰余金 14,756 14,756

  利益剰余金 8,570 8,943

  自己株式 △636 △1,125

  株主資本合計 27,691 27,574

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 88 78

  為替換算調整勘定 △153 △152

  退職給付に係る調整累計額 △204 △184

  その他の包括利益累計額合計 △269 △258

 非支配株主持分 356 365

 純資産合計 27,778 27,682

負債純資産合計 52,932 47,108
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

売上高   

 完成工事高 31,306 29,181

 兼業事業売上高 2,055 1,757

 売上高合計 33,361 30,938

売上原価   

 完成工事原価 26,420 24,844

 兼業事業売上原価 1,223 840

 売上原価合計 27,643 25,684

売上総利益   

 完成工事総利益 4,886 4,337

 兼業事業総利益 832 916

 売上総利益合計 5,718 5,254

販売費及び一般管理費 ※１  3,386 ※１  3,316

営業利益 2,332 1,937

営業外収益   

 受取配当金 62 45

 特許実施収入 7 6

 その他 13 11

 営業外収益合計 82 62

営業外費用   

 支払利息 10 10

 支払手数料 9 9

 支払保証料 20 17

 為替差損 14 10

 その他 30 9

 営業外費用合計 83 56

経常利益 2,332 1,943

特別利益   

 固定資産売却益 10 －

 特別利益合計 10 －

特別損失   

 固定資産売却損 － 0

 固定資産除却損 5 40

 その他 0 0

 特別損失合計 6 41

税金等調整前四半期純利益 2,336 1,902

法人税、住民税及び事業税 447 332

法人税等調整額 268 309

法人税等合計 716 641

四半期純利益 1,621 1,261

非支配株主に帰属する四半期純利益 12 11

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,609 1,249
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

四半期純利益 1,621 1,261

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 5 △10

 為替換算調整勘定 △1 0

 退職給付に係る調整額 2 21

 その他の包括利益合計 5 11

四半期包括利益 1,626 1,272

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,614 1,260

 非支配株主に係る四半期包括利益 12 11
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 2,336 1,902

 減価償却費 495 527

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 △29

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △221 △177

 その他の引当金の増減額（△は減少） △482 △582

 受取利息及び受取配当金 △63 △45

 支払利息 10 10

 投資有価証券売却損益（△は益） 0 －

 売上債権の増減額（△は増加） △881 9,724

 未成工事支出金等の増減額（△は増加） △459 △571

 仕入債務の増減額（△は減少） △4,855 △3,076

 未成工事受入金等の増減額（△は減少） 1,286 2,197

 未払消費税等の増減額（△は減少） △40 △113

 未収入金の増減額（△は増加） 1,070 18

 預け金の増減額（△は増加） △350 △72

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 91 187

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △303 △21

 その他 △106 △23

 小計 △2,479 9,855

 利息及び配当金の受取額 63 45

 利息の支払額 △9 △9

 法人税等の支払額 △480 △702

 営業活動によるキャッシュ・フロー △2,905 9,189

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有価証券の増減額（△は増加） 500 △500

 有形及び無形固定資産の取得による支出 △624 △1,478

 有形固定資産の売却による収入 17 0

 投資有価証券の取得による支出 △1 △1

 投資有価証券の売却による収入 1 －

 会員権の取得による支出 △6 －

 貸付けによる支出 △1 －

 貸付金の回収による収入 4 4

 その他 2 3

 投資活動によるキャッシュ・フロー △108 △1,973

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △900 △3,000

 リース債務の返済による支出 △57 △64

 自己株式の取得による支出 △469 △502

 親会社による配当金の支払額 △806 △872

 非支配株主への配当金の支払額 △2 △2

 その他 △12 7

 財務活動によるキャッシュ・フロー △2,246 △4,434

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,262 2,783

現金及び現金同等物の期首残高 12,369 8,868

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  7,108 ※１  11,651
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【注記事項】

（追加情報）

　（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用）

　当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（2020年法律第８号）において創設されたグループ通算制度へ

の移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税

制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３

月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　

2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定

に基づいている。

 
 （新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

　前連結会計年度の有価証券報告書の追加情報に記載した新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する仮定に

ついて重要な変更はない。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※１　受取手形裏書譲渡高

 

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

 10百万円 22百万円
 

　

※２　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と貸出コミットメント契約を締結している。

当四半期連結会計期間末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりである。

 

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

貸出コミットメントの総額 4,000百万円 4,000百万円

借入実行残高 1,000 － 

差引額 3,000 4,000 
 

　

　

(四半期連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりである。

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
 至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
 至　2020年９月30日)

従業員給料手当 1,279百万円 1,339百万円

賞与及び賞与引当金繰入額 191 230 

退職給付費用 45 61 
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

現金預金 7,119百万円 11,659百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △11 △8 

現金及び現金同等物 7,108 11,651 
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年6月21日
定時株主総会

普通株式 812 50.00 2019年３月31日 2019年６月24日 利益剰余金
 

（注）2019年６月21日定時株主総会決議による配当額の総額には、役員報酬BIP信託が所有する当社株式に対する配当

金2百万円が含まれている。　

 
２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　　　該当事項なし。

 
当第２四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年6月19日
定時株主総会

普通株式 877 55.00 2020年３月31日 2020年６月22日 利益剰余金
 

（注）2020年６月19日定時株主総会決議による配当額の総額には、役員報酬BIP信託が所有する当社株式に対する配当

金6百万円が含まれている。　

 
２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　　　該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 前第２四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

　 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 報告セグメント

その他
(注)1

合計
調整額
(注)2

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)3

 土木事業
地盤改良
事業

ブロック
事業

合計

 売上高         

　 外部顧客に対する売上高 16,482 14,912 1,807 33,200 161 33,361 － 33,361

　 セグメント間の内部売上高
  又は振替高

325 △109 6 222 131 353 △353 －

計 16,807 14,803 1,813 33,422 292 33,714 △353 33,361

 セグメント利益 735 1,370 208 2,314 14 2,328 4 2,332
 

(注)　1 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、グループ内の保険等のサービス

事業等からなる。

2 セグメント利益の調整額4百万円には、セグメント間取引消去19百万円、全社費用△15百万円、その他の調

整額△1百万円が含まれている。

3 セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

当第２四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 報告セグメント

その他
(注)1

合計
調整額
(注)2

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)3

 土木事業
地盤改良
事業

ブロック
事業

合計

 売上高         

　 外部顧客に対する売上高 15,794 13,548 1,430 30,772 166 30,938 － 30,938

　 セグメント間の内部売上高
  又は振替高

319 △11 － 308 148 456 △456 －

計 16,113 13,537 1,430 31,080 314 31,394 △456 30,938

 セグメント利益 923 673 310 1,906 23 1,929 8 1,937
 

(注)　1 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、グループ内の保険等のサービス

事業等からなる。

2 セグメント利益の調整額8百万円には、セグメント間取引消去31百万円、全社費用△24百万円、その他の調

整額1百万円が含まれている。

3 セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

EDINET提出書類

株式会社不動テトラ(E00097)

四半期報告書

16/21



 

(１株当たり情報)

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

   １株当たり四半期純利益  100円78銭 79円93銭

    (算定上の基礎)    

   親会社株主に帰属する四半期純利益 （百万円） 1,609 1,249

   普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属す
る四半期純利益

（百万円） 1,609 1,249

   普通株式の期中平均株式数 （千株） 15,963 15,632
 

（注）1 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載していない。

2 株主資本において自己株式として計上されている役員報酬BIP信託に残存する自社の株式は、１株当たり四

半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めている。

 １株当たり四半期純利益金額の算定上、当該自己株式の期中平均株式数は前第２四半期連結累計期間527千

株、当第２四半期連結累計期間857千株、このうち役員報酬BIP信託が所有する当社株式の期中平均株式数は

前第２四半期連結累計期間62千株、当第２四半期連結累計期間101千株である。
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(重要な後発事象)

 （株式取得による子会社化）

当社は、2020年９月23日開催の取締役会において、持株会社として愛知ベース工業株式会社の株式を保有す

る株式会社ＡＢホールディングス、株式会社ＢＡＳＥ・ＥＣＯ及び日本土質試験センター株式会社（以下、

「愛知ベース工業グループ]という。）の株式を取得し、子会社化することについて決議し、2020年10月１日

に株式を取得している。

 
　 （1）株式取得の理由

愛知ベース工業グループの中核となる愛知ベース工業は、愛知県岡崎市に本社を置き、2000年の会社設立

以来、愛知県を中心として主に戸建住宅基礎の地盤改良工事を手掛け、近年は戸建住宅からより規模の大き

い建築構造物基礎の地盤改良工事へのシフトを目指してきた。

このため、愛知ベース工業グループを当社グループに迎え、技術力や資金面での支援をおこない中小規模

の建築構造物基礎の地盤改良工事への参入を加速させることで、当社グループとしては戸建住宅基礎から大

規模土木・建築構造物基礎までの幅広い地盤改良工事を手掛けることが可能となり、目標とする収益基盤の

多様化に通じることから、本株式取得をおこなうこととした。

 
  （2）被取得企業の名称及びその事業の内容

         被取得企業の名称　　愛知ベース工業グループ

         事業の内容　　　　　地盤改良工事、地盤調査　他

 
  （3）企業結合日

         2020年10月１日

 
  （4）企業結合の法的形式

         株式取得

 
  （5）取得した議決権比率

　 　　　 100％

 
  （6）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

　　　　　株式譲渡契約の定めにより、当社は秘密保持義務を負っていることから非公表とする。

 
  （7）主要な取得関連費用の内容及び金額　

　 　　　 重要性が乏しいため記載を省略している。

 
  （8）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

         現時点では確定していない。

 
  （9）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　 　　　現時点では確定していない。

 
 

 

２ 【その他】

 該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2020年11月９日

株　式　会　社　不　動　テ　ト　ラ

取　締　役　会　　御中

 

有 限 責 任 あ ず さ 監 査 法 人　
 

 東京事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 前　　田　　　貴　　史 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 谷　　川　　　陽　　子 印

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社不動

テトラの2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間(2020年４月１日から2020年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社不動テトラ及び連結子会社の2020年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

 監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続きである。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

   監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

   監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管している。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
 

EDINET提出書類

株式会社不動テトラ(E00097)

四半期報告書

21/21


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

